
○ 政治資金規正法（昭和二十三年七月二十九日法律第百九十四号）（抄） 

 
（国会議員関係政治団体に係る少額領収書等の写しの開示）  

第十九条の十六 何人も、国会議員関係政治団体について、第二十条第一項の規定により報

告書の要旨が公表された日から三年間、当該報告書を受理した総務大臣又は都道府県の選

挙管理委員会に対し、当該報告書に係る支出（人件費以外の経費の支出に限る。）のうち、

第十二条第二項の規定により提出すべき領収書等の写しに係る支出以外の支出に係る領収

書等の写し（以下この条及び第三十二条第一号において「少額領収書等の写し」という。）

の開示を請求することができる。ただし、国会議員関係政治団体でない間に行つた支出に

係る少額領収書等の写しについては、この限りでない。 
２～４ （略） 
５ 開示請求を受けた総務大臣又は都道府県の選挙管理委員会は、当該開示請求が権利の濫

用又は公の秩序若しくは善良の風俗に反すると認められる場合に該当するときを除き、当

該開示請求があつた日から十日以内に、当該開示請求に係る国会議員関係政治団体の会計

責任者に対し、当該開示請求に係る少額領収書等の写しの提出を命じなければならない。

ただし、前項の規定により補正を求めた場合にあつては、当該補正に要した日数は、当該

期間に算入しない。 
６～１１ （略） 
１２ 総務大臣又は都道府県の選挙管理委員会は、次の各号に掲げるときは、遅滞なく、開

示請求に係る少額領収書等の写しの開示をしない旨の決定をし、開示請求者に対し、その

旨を書面により通知しなければならない。 
一 当該開示請求が第五項に規定する権利の濫用又は公の秩序若しくは善良の風俗に反す

ると認められる場合に該当するとき。  
二 第六項ただし書の規定により、国会議員関係政治団体から第五項の規定による命令に

係る少額領収書等の写しに係る支出がない旨の通知があつたとき。 
１３～２２ （略） 
 

（所掌事務）  
第十九条の三十 委員会は、次に掲げる事務をつかさどる。  
一 第十二条第一項又は第十七条第一項の報告書の記載方法に係る基本的な方針を定める

こと。  
二 登録政治資金監査人の登録に関すること。  
三 登録政治資金監査人に係る研修を行うこと。  
四 政治資金監査に関する具体的な指針を定めること。  
五 登録政治資金監査人に対し、政治資金監査の適確な実施について必要な指導及び助言

を行うこと。  
六 第十九条の十六第五項に規定する権利の濫用又は公の秩序若しくは善良の風俗に反す

ると認められる場合についての具体的な指針を定めること。  
七 前各号に掲げるもののほか、法律又は法律に基づく命令に基づき委員会に属させられ

た事務  
２ 委員会は、必要があると認めるときは、政治資金の収支の報告及び公開に関する重要事

項について、総務大臣に建議することができる。 
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